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国庫補助額 交付金充当額 起債額 一般財源等

1 単

通
常
事
業

緊急宿泊支援
事業（通常分）
（観光課）

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、旅行需要
が落ち込んでいる中、予約キャンセル等で大きな打撃を受
けている宿泊施設を支援するため、比較的動きのある個人
旅行を対象に宿泊助成を実施し誘客を促進する。
②③
報酬：2707千円（緊急宿泊支援事業推進員）
手当等：543千円（緊急宿泊支援事業推進員期末手当）
共済費：533千円（緊急宿泊支援事業推進員社会保険料
等）
旅費：206千円（緊急宿泊支援事業推進員費用弁償）
需用費：695千円（周知用チラシ、クーポンハガキ印刷、消
耗品費等）
役務費：1,639千円（クーポンハガキ送料、広告料）
補助金：50,000千円（緊急宿泊支援事業補助金5,000円×
10,000人）
④市内宿泊施設を対象に、宿泊者（県内在住者）1人に対し
上限5,000円の助成を実施。

R3.4 R4.3 観光 50,834,705 0 46,500,000 0 4,334,705

①4期～6期（R3.4月～R4.1月）実
績
利用人数：9,100人
利用者売上金額：162,880千円
補助実績額：45,366千円
利用率：71.0％

②実施期間中の宿泊者数の
14.1％が利用しており、コロナ禍
で縮小している個人旅行の需要
喚起と、打撃を受けている宿泊
事業者の支援に繋がった。

①利用率が漸減傾向にあり、予
算に一部不用額が生じた。

②各宿泊事業者が積極的に自
社をPRすることで、それぞれの
魅力を発信していけるよう、連携
して取り組んでいく。

2 単

事
業
者
支
援

緊急観光施設
利用者促進事
業（事業者支援
分）（観光課）

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、旅行需要
が落ち込んでいる中、利用客が大きく落ち込んだ観光施設
への誘客とお土産等の販売促進を図るため、お土産購入
割引券付きプレミアムパスポートを発行する。
②③
補助金：30,500千円（プレミアムパスポート事業補助金）
④市内観光施設等

R3.4 R4.3 観光 30,500,000 0 20,000,000 0 10,500,000

①令和3年度通期実績
販売枚数：15,799枚
補助実績額：30,500千円
施設利用者総数：48,958人

②パスポート購入者は最低でも
２施設以上周遊しており、お土産
割引券も総額10,332千円の利用
があった。

①施設によりパスポートの利用
実績に差がある。

②パスポート自体は好評を得て
いるため、周遊促進のため、各
施設の情報発信について、観光
協会やDMOと連携して強化して
ゆく。

3 事業削除 0

4 単

通
常
事
業

新型コロナウイ
ルス感染症対策
環境整備事業
（観光施設分）
（観光課）

①観光施設を安心して利用いただくため、感染症対策を強
化する。
②③
需用費：473千円（自動薬液噴霧供給機等15台×31,493円）
工事請負費：13,045千円
（なまはげ館換気窓改修工事545千円）
（夕陽温泉WAO冷暖房換気設備改修2,600千円）
（温浴ランドおが冷暖房換気設備改修2,600千円）
（男鹿温泉交流会館冷暖房換気設備改修7,000千円）
（ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰわかみ自動手洗い機設置300千円）
備品購入費：2,392千円（空気清浄機32台）
④市内観光施設

R3.4 R3.12 観光 15,538,545 0 10,300,000 0 5,238,545

①所管施設において感染症対策
に必要な備品の購入及び設備の
改修を実施した。

②自動薬液噴霧供給機等の備
品の導入、また、空調設備の改
修により暖房機器の周りに集ま
ることがなく密を回避することが
可能になり、感染症対策が徹底
され、安心して施設利用していた
だける態勢となった。

①イベント等での薬液噴霧供給
機の必要性が高く、需要を精緻
に確認すべきだった。

②各施設へ定期的に状況調査を
行う。

5 単

通
常
事
業

緊急観光誘客
促進事業（観光
課）

落ち込んだ観光需要や県内産食材の需要を回復させるた
め、GoToキャンペーン等と連携して、県産食材を活用した
郷土料理を味わう宿泊プランを造成し、誘客を促進する。
②③
補助金：1,000千円（男鹿の味覚発信事業補助金）
④（一社）男鹿市観光協会

R3.4 R3.12 観光 1,000,000 0 600,000 0 400,000

①男鹿の味覚発信事業
プラン利用者数：1,620人

②秋田県産食材を使用した「秋
田の味覚三昧＆郷土料理」プラ
ンを8つの宿泊施設で販売し、宿
泊需要を掘り越すとともに、コロ
ナ禍で減少する宿泊者数の落ち
込みを最小限に留めることがで
きた。

①終了後も問い合わせが多くあ
り、機会損失を起こした。

②情報の周知を強化するととも
に、実施期間の見直しや、参加
事業者の拡大など、利用者の更
なる増加につなげる。

事
業
区
分

事業
終期

事業
始期

Ｎｏ
事業名
（所管課）

　　　　　　　　　　　事業概要
　　　　　　　　　　　①目的・効果
　　　　　　　　　　　②交付金を充当する経費内容
　　　　　　　　　　　③積算根拠
　　　　　　　　　　　④事業の対象

補
/
単

総事業費 　　　　　　成果及び評価
　　　　　　①成果・効果
　　　　　　②評価

　　　　　　課題及び方向性
　　　　　　①課題
　　　　　　②今後の方向性

事業
（支援）
区分
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国庫補助額 交付金充当額 起債額 一般財源等

事
業
区
分

事業
終期

事業
始期

Ｎｏ
事業名
（所管課）
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　　　　　　　　　　　①目的・効果
　　　　　　　　　　　②交付金を充当する経費内容
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補
/
単

総事業費 　　　　　　成果及び評価
　　　　　　①成果・効果
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事業
（支援）
区分

6 単

通
常
事
業

水道事業会計
補助金（水道給
水車購入事業）
（企業局）

①自然災害による断水時において、コロナ禍での避難所等
では、新型コロナウイルス感染拡大を防止するために、水
道水での手洗いや消毒が必要となることから、水道事業会
計に繰り出し、給水車を購入する経費を交付対象経費とす
る。
②③
上水道事業会計補助金：4,684千円
（車両購入費（給水車1台）：27,060千円）
④企業局、市民

R3.4 R4.3 その他 4,684,000 0 4,684,000 0 0

①避難所等での感染拡大防止
のため、給水車（1.5ｔﾀﾝｸ）1台を
購入した。

②給水車を購入したことで、避難
所等での感染症対策の強化に寄
与することができる。
※避難所等での実績はなし。

①災害発生時等に早急に対応
するため、日常から車両の点検
及び作動確認をする必要があ
る。

②定期的に給水車を使用した訓
練を実施し、災害に備える。

7 単

通
常
事
業

家庭でのＩＣＴ活
用環境整備事
業（教育総務
課）

①新型コロナウイルス感染症の影響による遠隔授業に備
え、家庭でもICT機器を活用し、継続的に学習効果を上げる
安心・安全な環境を整えるため、必要な備品やソフトウェア
を準備する。
②③
消耗品費：7,113千円
（ACアダプタ、インナーケース(1,218台分)）
手数料：938千円
（ウイルス対策ソフト端末設定作業(1,218台分)）
委託料：9,412千円
（フィルタリングシステム導入業務(1,218台分)）
④市内小中学校　児童生徒

R3.4 R3.7
教育・子
育て

17,448,662 0 10,900,000 0 6,548,662

①新型コロナウイルスの影響で
休校措置等がとられた際にも切
れ目ない学習環境を提供するた
め、家庭への持ち帰りに対応し
たICT環境を整備した。

②コロナ過における児童・生徒の
学習環境を整備できた。

①タブレットの耐用年数が3～4
年といわれる中で、適切な維持
管理をして児童・生徒の学習環
境の確保が必要である。

②新型コロナの状況を注視し、
必要な対策（修繕やソフトウェア
のアップデート、端末の更新）を
行う。

8 単

通
常
事
業

新型コロナウイ
ルス感染症対策
環境整備事業
（学校給食施設
分）（学校教育
課）

①新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、消毒保管
機を購入するとともに、、環境衛生面の改善を図るため、前
室自動ドア装置更新工事及び電気系統の修繕を実施す
る。
②③
修繕料：413千円（変圧器修繕）
工事請負費：726千円
（調理室・前室自動ドア装置更新工事）
備品購入費：3,050千円
（消毒保管機（３台））
④若美学校給食センター

R3.4 R4.3
教育・子
育て

4,187,700 0 3,000,000 0 1,187,700

①若美学校給食センターの消毒
保管機３台、不具合の見られた
前室自動ドアを更新した。

②衛生環境面の心配が解消さ
れ、安心・安全な給食を提供する
ことができた。

①各調理場ともに設備の老朽化
により、状況を把握しながら、修
繕や設備の更新を行っていく必
要がある。

②各調理場への定期的な調査を
通して、計画的に設備の修繕や
更新を行っていく。

9 補 -

学校保健特別
対策事業費補
助金（学校教育
課）

【感染症対策等の学校教育活動継続支援事業に限る：感染
症対策等の学校教育活動継続支援事業】
①各学校が感染症対策等を徹底しながら、児童生徒の学
習保障をするために必要な衛生資材や備品などを購入す
る。
②③
消耗品費：2,433千円
（手指消毒液・マスク・使い捨て手袋・手洗い用せっけん等）
備品購入費：2,777千円
（サーモカメラ：学校6台、中学校4台）
（二酸化炭素濃度測定器：学校6台、　中学校4台）
【財源内訳】
国庫補助対象（対象経費１/２）5,210千円
　うち国庫補助2,605千円
④小中学校

R3.4 R4.2
教育・子
育て

2,668,912 1,334,000 1,000,000 0 334,912

①各学校での感染症対策に必要
な手指消毒液などの衛生資材や
サーもカメラなどの備品を購入し
た。

②衛生資材や備品が十分に準
備されたことで、感染症対策が強
化され、児童生徒の学習保障に
繋がった。

①感染症をめぐる状況が変化し
ているため、状況に応じた備品
の整備を進めていく必要がある。

②今後も補助金等を活用しなが
ら感染症予防に関わる備品を配
備していく。
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補
/
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事業
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区分

10 単

通
常
事
業

新しい生活様式
に対応した地場
産品販売事業
（男鹿まるごと売
込課）

①地域産品の消費拡大と「新しい生活様式」に沿った会場
作りを目的としたイベントや加工品等の展示販売会等を開
催し地域産品の販売促進を図る。
<実施事業>
・消費拡大イベント、展示会
消費拡大を目的としたイベントを年数回程度、本市産業施
策を実施する施設である道の駅や男鹿駅周辺を会場に開
催し、 地域産品の消費拡大喚起を図る。
②③
消耗品費：165千円
（商品サンプル代：5,500円×30個＝165千円）
印刷製本費：2,112千円
（告知用チラシ印刷：165千円×5回＝825千円、ウィンドウ
ラッピングシート印刷：165千円×5回＝825千円、大型懸垂
幕印刷：99千円×3枚＝297千円、告知用幟印刷：3,300円×
50枚＝165千円）
手数料：159千円
（広報折込手数料：28,875円×5回×1.10＝158,812円）
委託料：13,750千円
（イベント運営業務2,750千円×4回＝11,000千円、特産品展
示販売会運営業務：2,750千円×1回＝2,750千円）
会場使用料：825千円
（イベント会場使用料：165千円×5回＝825千円）
④支援対象：地域事業者、関係団体等
　 対象施設：道の駅おが、男鹿駅周辺広場等

R3.5 R4.3 農林水産 16,758,249 0 10,200,000 0 6,558,249

①地場産品消費拡大イベント４
回、特産品展示販売会１回開催
合計来場者数：約21,900名

②コロナ禍において疲弊した事
業者の販売機会及び売上の確
保や、地場産品の販売促進に一
定の効果があった。

①地場産品の販売を促進するこ
とで生産者や事業者の一助と
なっているが、関係団体の継続
的な実施が今後の課題である。

②本事業は令和３年度で終了だ
が、アフターコロナに対応したイ
ベント・展示販売会を引き続き開
催し、事業者の販路拡大や売上
向上を図る。

11 単

通
常
事
業

プレミアム付商
品券補助事業
（男鹿まるごと売
込課）

①広く市内で使用できるプレミアム付商品券（飲食券含む）
を発行し、影響を受ける市民への支援とともに、特に影響が
大きい市内飲食店や小売店等における消費喚起を図り、市
内経済の活性化に寄与する。
発行数：40,000冊（共通券1,000円×6枚+飲食券500円×4
枚）
販売価格：5,000円/冊
発行総額：320,000千円　プレミアム率60％
②③
補助金：140,000千円
（プレミアム相当額：120,000千円）
事務費：16,000千円
（印刷製本費：3,500千円、手数料：7,000千円、人件費：
2,000千円、広告・郵券代等：3,500）
換金上乗せ分（飲食店のみ）4,000千円
④対象：市民、市内事業者

R3.5 R4.2 商工 135,659,099 0 84,000,000 0 51,659,099

①加盟店舗：287事業者（内飲食
事業者76事業者）
7月1日に販売開始し8月5日に
40,000冊完売
発行総額320,000千円に対し、換
金総額318,444千円で換金率
99.5％

②プレミアム率を上げたことによ
り、販売開始から約1か月で完売
となった。飲食専用券を導入した
ことにより飲食事業者へ全体の
25％以上の利用があったため、
飲食店支援に効果的であった。

①飲食専用券を導入したことに
より飲食事業者での利用が増え
たが、県外資本の大手飲食
チェーンでの利用が多く、地域の
飲食店での利用が思いのほか少
ない結果となった。

②特定の業種に絞った運用では
なく、大規模店舗や県外資本と
地域の事業者を分けた運用を検
討する。

12 単

通
常
事
業

事業再開支援
事業（男鹿まる
ごと売込課）

①職場内での新型コロナウイルス感染症発生時の対応
（PCR検査、消毒、広報等）にかかる経費に対して、1事業者
2,000千円を限度に支援することで、事業者の早期事業再
開を図り、経済損失を最小限に抑えることにより、市内経済
の維持、発展に寄与する。
②③
補助金：10,000千円
（消毒費用：500千円×5施設＝2,500千円、検査費用：20千
円×300人＝6,000千円、広告費用：150千円×5回＝750千
円、事務費：150千円×5回＝750千円）
④市内事業者

R3.5 R4.2 商工 370,000 0 300,000 0 70,000

①1事業者２回申請・交付
　　消毒費用：220千円
　　消毒費用：150千円

②事業所に勤務する従業員や利
用者が新型コロナウイルス感染
症に感染したことが判明し、事業
所の休業を余儀なくされた後の
円滑な事業再開に寄与した。

①休業した事業所の事業再開に
一定の効果があったと考える。

②事業者のコロナに対する対策
の変化に応じ、事業内容の検討
を図る。
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国庫補助額 交付金充当額 起債額 一般財源等
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/
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事業
（支援）
区分

13 単

通
常
事
業

窓口キャッシュ
レス決済導入事
業（企画政策
課・若美支所・
生活環境課）

①市役所窓口等における証明書等発行手数料の収入に
キャッシュレス決済及び自動釣銭機を導入し、現金の接触
機会を低減させ、また混雑を緩和させることにより、新型コ
ロナウィルス感染症の感染リスクを抑える。
②③
備品購入費：4,688千円
（セミセルフレジ等4,400千円、キャッシュレス端末288千円）
委託料356千円
（機器保守料 356千円）
役務費70千円
（キャッシュレス決済手数料70千円）
使用料371千円
（レジシステム使用料371千円）
④生活環境課窓口、若美支所、出張所（船越、脇本）

R3.6 R4.3 その他 5,210,863 0 4,200,000 0 1,010,863

①市内4ヶ所にキャッシュレス決
済端末及びセミセルフレジを導
入し、証明書等発行手数料収入
時に現金の接触機会を低減させ
ることができた。

②キャッシュレス決済が普及する
中、市民のニーズに対応し、新
型コロナウィルス感染症の感染リ
スクを抑えることができた。

①会計全体に占めるキャッシュ
レス決済の割合が低い。

②HPや窓口での周知を引続き
実施し、キャッシュレス決済を促
進する。

14 単

通
常
事
業

防災行政無線
送信設備更新
事業（危機管理
課）

①市の情報伝達の根幹である防災行政無線の送信設備を
更新整備することにより、市民への感染症予防対策の注意
喚起、市内行事や施設利用等に係る情報等を迅速かつ確
実に提供できる環境を確保し、感染拡大防止を図る。
②③
防災行政無線送信設備更新工事 91,850千円
83,500千円×1.10＝91,850千円
（操作卓、親局、中継局、遠隔制御装置3箇所更新）
人件費3,700千円（対象外経費）
④防災行政無線

R3.6 R4.3 その他 91,850,000 0 65,948,000 25,902,000 0

①市の情報伝達の根幹である防
災行政無線の送信設備の更新
整備を行った。

②市民への感染症予防対策の
注意喚起、市内行事や施設利用
等に係る情報等を迅速かつ確実
に提供できる環境を構築した。

①防災行政無線設備の不具合
や老朽化に対して、迅速に修繕
や設備の更新を行っていく必要
がある。

②常時、保守点検できる環境・体
制を整える。

15 補 -
子ども・子育て
支援交付金（子
育て支援課）

【放課後児童クラブ等におけるＩＣＴ化推進事業：ＩＣＴ化推進
事業】
①各児童クラブにおいて、児童保護者が安心して児童を預
けられるよう、感染症対策を徹底するため必要な備品を整
備する。
②③
備品購入費：1,567千円
（体温検知カメラ231,000円×5台＝1,155,0000円、パソコン
82,500円×5台＝412,500円）
【財源内訳】
国庫支出金522千円（補助対象経費1,567千円（補助率
1/3））
県支出金522千円（補助対象経費1,567千円（補助率1/3））
交付金関連事業費523千円
④市内各児童クラブ
（船越本館、船越分館、船川、脇本、北浦、払戸、美里）

R3.5 R3.7
教育・子
育て

673,200 224,000 200,000 0 249,200

①児童クラブ利用者の体温検知
カメラ等を整備した。

②児童保護者が安心して預けら
れる環境を整えることができた。
また、児童クラブ利用者が新型コ
ロナウイルスの陽性者となった
場合、接触者の特定にも役立っ
ており、感染症拡大防止に繋
がっていると考える。

①児童クラブ利用者一人ひとり
のデータ登録等に多少の作業時
間を要する。

②児童クラブ利用者の新型コロ
ナウイルス感染者拡大防止等に
繋がっており、今後も継続利用し
ていきたい。

16 単

事
業
者
支
援

緊急宿泊支援
事業（事業者支
援分）（観光課）

①予約キャンセル等で大きな打撃を受けている宿泊施設を
支援するため、比較的動きのある個人旅行を対象に宿泊助
成を実施し誘客を促進する。
②③
需用費：246千円（周知用チラシ、クーポンハガキ印刷、消
耗品費等）
役務費：780千円（クーポンハガキ送料、広告料）
補助金：14,524千円（緊急宿泊支援事業補助金）
④市内宿泊施設を対象に、宿泊者（県内在住者）1人に対し
上限5,000円の助成を実施。

R3.11 R4.3 観光 6,595,566 0 1,667,000 0 4,928,566

①7期（R4.2～3月）実績
利用人数：1,872人
利用者売上金額：31,654千円
補助実績額：9,295千円
利用率：62.4％

②実施期間中の宿泊者数の
28.2％が利用しており、宿泊が落
ち込む冬季の個人旅行の需要喚
起と、打撃を受けている宿泊事
業者の支援に繋がった。

①利用率が漸減傾向にあり、予
算に一部不用額が生じた。

②各宿泊事業者が積極的に自
社をPRすることで、それぞれの
魅力を発信していけるよう、連携
して取り組んでいく。
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国庫補助額 交付金充当額 起債額 一般財源等
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事業
終期
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Ｎｏ
事業名
（所管課）

　　　　　　　　　　　事業概要
　　　　　　　　　　　①目的・効果
　　　　　　　　　　　②交付金を充当する経費内容
　　　　　　　　　　　③積算根拠
　　　　　　　　　　　④事業の対象

補
/
単

総事業費 　　　　　　成果及び評価
　　　　　　①成果・効果
　　　　　　②評価

　　　　　　課題及び方向性
　　　　　　①課題
　　　　　　②今後の方向性

事業
（支援）
区分

17 単

事
業
者
支
援

男鹿市観光・飲
食関連事業者
緊急支援事業
（男鹿まるごと売
込課）

①新型コロナウイルス感染症の拡大により、特に大きな影
響を受けている「観光業」及び「飲食業」並びに「これらを営
んでいる事業者と継続的に取引のある事業」を営む男鹿市
内の中小企業者等に補助金を交付することにより、事業継
続を支援する。
②③需用費：63千円（消耗品費等）
　　　役務費：87千円（通信運搬費、手数料）
　　　補助金：10,000千円（100件×10万円）
④市内に本店又は主たる事業所を有する中小企業者等
（個人事業主・人格なき社団等を含む。）であって、観光・飲
食関連事業を営む者又はこれらを営んでいる事業者と継続
的に取引のある事業を営む者

Ｒ3.10 R3.12 観光 10,893,814 0 7,000,000 0 3,893,814

①申請件数：109件
交付決定：104件（法人29、個人
75）
交付金額：10,800千円

②コロナ禍において減収した事
業者の事業継続について、一定
の効果があった。

①交付決定事業者の減収額及
び減収率や、今回対象外となっ
た事業者の業況から対象事業者
や支給要件等について、今後同
様な事業を行う際に検討が必
要。

②引き続き新型コロナウイルス
感染症拡大により、影響を受け
た事業者への支援策について検
討していく。

18 補 -
子ども・子育て
支援交付金（子
育て支援課）

【放課後児童クラブ等におけるＩＣＴ化推進事業を除く：新型
コロナウイルス感染症対策支援事業】
①各児童クラブにおいて、児童保護者が安心して児童を預
けられるよう、感染症対策を徹底するため必要な消耗品を
整備する。
②③
消耗品費：641千円（マスク：4,600円×96箱＝441,600円、手
指消毒用ケア・コール1,728円×22個＝38,016円、薬用ハン
ドソープ4,250円×38個＝161,500円）
【財源内訳】
国庫支出金213千円（補助対象経費641千円（補助率1/3））
県支出金213千円（補助対象経費641千円（補助率1/3））
交付金関連事業費215千円
④市内各児童クラブ
（船越本館、船越分館、船川、脇本、北浦、払戸、美里、野
石、五里合）

R3.9 R3.10
教育・子
育て

247,764 82,000 70,000 0 95,764

①放課後児童クラブに感染症対
策物品（マスク、手指消毒液等）
を整備した。

②利用者や施設職員に手指消
毒等の徹底が図られ、安心して
活動ができる環境を整えることが
できたと考える。

①いまだ収束が見えない状況の
なか、感染症対策物品に不足が
生じた場合は引き続き支援が必
要である。

②不足が生じた場合は、補充を
検討する。

19 補 -

保育対策総合
支援事業費補
助金（子育て支
援課）

【保育環境改善等事業のうち新型コロナウイルス感染法対
策支援事業に限る：保育環境改善等事業（新型コロナウイ
ルス感染症対策支援事業）】
①市内教育・保育施設の職員が感染症対策の徹底を図り
ながら業務を継続的に実施するための物品購入支援や施
設における感染症防止対策を徹底するため必要な消耗品
を整備する。
②③
消耗品費：1,375千円（マスク902円×78箱＝70,356円、ドー
バーパストリーゼ10,692円×34個≒363,528円、保育用エプ
ロン4,950円×190枚＝940,500円）
補助金：100千円
【財源内訳】
国庫補助737千円（対象経費1,475千円（補助率1/2））
交付金関連事業費738千円
④市内教育・保育施設
（船川、船越、脇本、五里合、北浦、若美南、玉ノ池保育園
及びいづみ幼稚園事業所内保育）

R3.7 R3.11
教育・子
育て

934,144 463,000 400,000 0 71,144

①市内教育・保育施設の職員の
感染症対策物品購入支援（マス
ク、エプロン等）や施設における
感染症対策物品（除菌消毒液）
を整備した。

②市内教育・保育施設の職員が
業務を継続的に実施できる環境
を整えることができた。また、施
設内の感染症対策の徹底を図る
ことができたと考える。

①いまだ収束が見えない状況の
なか、感染症対策物品に不足が
生じた場合は引き続き支援が必
要である。

②不足が生じた場合は、補充を
検討する。
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20 補 -

疾病予防対策
事業費等補助
金（健康推進
課）

【マイナンバー情報連携体制整備事業：予防接種法に基づ
く定期接種（ロタウイルスワクチン）に係るマイナンバー情報
連携体制整備事業】
①新型コロナウイルス感染症の流行下において、予防接種
法に基づく予防接種を適切に行うため、市町村間で予防接
種記録に関する特定個人情報を迅速かつ正確に授受でき
るよう、現在稼働中の健康管理システムにおいて、令和2年
10月に定期予防接種化されたロタウイルスワクチンに係る
予防接種情報のマイナンバー情報連携を行う。
②③委託料349千円（健康管理システム改修版パッケージ
100,000円、要件定義34,680円、システム設定の変更及び追
加60,690円、副本データ作成テスト60,690円、現地適用及び
検証60,690円）
【財源内訳】
国庫補支出金73千円（基準額110千円（補助率2/3））
※基準額は令和3年10月29日健発1029第6号厚生労働省
健康局長通知による
交付金関連事業費276千円
④健康管理システム（予防接種情報管理システムを含む）

R3.5 R3.5
教育・子
育て

348,425 73,000 30,000 0 245,425

①個人がマイナポータルを通じ
て接種記録を閲覧できるようにす
るほか、個人の転居時等に市町
村間で情報共有できるようにな
り、転居前の自治体から、接種
記録を取り寄せることが可能と
なった。

②マイナポータルを通じ、定期接
種記録を閲覧・活用することで、
予防接種の対象者把握や接種
勧奨、転入者の接種記録把握を
円滑に行うことができる環境を整
えることができたと考える。

①大多数が当サービスを認識し
ていないことが考えられるので、
利用促進に向けて様々な場面で
周知をしていかなければならな
い。

②市民が当サービスを利用し、
定期接種に役立てられるよう、今
後も周知や支援が必要である。

21 補 -

疾病予防対策
事業費等補助
金（健康推進
課）

【健（検）診結果の利活用に向けた情報標準化整備事業：健
（検）診結果等の様式の標準化整備事業】
①健（検）診結果等の情報について、国が定める標準的な
様式に対応できるようにシステム整備を行う
②③
委託料1,746千円
（自治体検診のデータ標準化対応取込ツール200,000円、
要件定義260,100円、システム設定390,150円、データレイア
ウト編集433,500円、検証130,050円、現地適用及び検証
173,400円）
【財源内訳】
国庫支出金429千円（対象経費858千円　（補助率1/2））
交付金関連事業費429千円
④健康管理システム

【健（検）診結果の利活用に向けた情報標準化整備事業：健
（検）診情報連携システム整備事業】
①個人がマイナポータルを通じて健（検）診情報を閲覧でき
るようにするほか、個人の転居時等に市町村間で情報共有
できるために必要なシステム改修を行う
②③委託料3,012千円
（自治体検診のデータ標準化副本登録700,000円、要件定
義303,450円、システム設定520,200円、データレイアウト編
集606,900円、検証303,450円、現地適用及び検証303,450
円）
【財源内訳】
国庫支出金987千円（対象経費1,481千円　（補助率2/3））
交付金関連事業費：494千円
④健康管理システム

R4.1 R4.3 その他 4,757,115 1,416,000 900,000 0 2,441,115

①個人がマイナポータルを通じ
て健（検）診情報を閲覧できるよ
うにするほか、個人の転居時等
に市町村間で情報共有できるよ
うになった。

②マイナポータルを通じ、健（検）
診データを総合的に閲覧・活用
することで自身の健康増進や生
活習慣改善に役立てることがで
きる環境を整えることができたと
考える。

①大多数が当サービスを認識し
ていないことが考えられるので、
利用促進に向けて様々な場面で
周知をしていかなければならな
い。

②市民が当サービスを利用し、
健康増進等に役立てられるよう、
今後も周知や支援が必要であ
る。
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（単位：円）

国庫補助額 交付金充当額 起債額 一般財源等

事
業
区
分

事業
終期

事業
始期

Ｎｏ
事業名
（所管課）

　　　　　　　　　　　事業概要
　　　　　　　　　　　①目的・効果
　　　　　　　　　　　②交付金を充当する経費内容
　　　　　　　　　　　③積算根拠
　　　　　　　　　　　④事業の対象

補
/
単

総事業費 　　　　　　成果及び評価
　　　　　　①成果・効果
　　　　　　②評価

　　　　　　課題及び方向性
　　　　　　①課題
　　　　　　②今後の方向性

事業
（支援）
区分

22 補 -

新型コロナウイ
ルス感染症セー
フティネット強化
交付金（健康推
進課）

【新型コロナウイルス感染症セーフティーネット強化事業】
①コロナ禍における自殺者の増加を防ぐため自殺対策を強
化する
②③需用費：139千円
（キャンペーン配布物2000個91千円、印刷用紙7500枚13千
円、講師水代1千円、SOSの出し方教室教材代9千円、コ
ピー代6300枚10千円、ガソリン代120L15千円）
役務費：41千円
（切手84円488枚）
賃借料：264千円（研修会用バス3回分）
備品購入費：137千円
（リーフレットスタンド80千円、講座用マイク47千円、パソコン
用スピーカー10千円）
【財源内訳】
国庫補助435千円（対象経費581千円（補助率3/4））
交付金関連事業費146千円
④市民

R3.4 R4.3 その他 381,947 285,000 80,000 0 16,947

①コロナ禍においてではあった
が必要な感染対策を講じること
ができたため、予定していたすべ
ての事業を実施することができ
た。

②全国的に自殺死亡者数が増
加しており、その影響は今後地
方都市である本市に及ぶものと
考えている。自殺対策の啓発活
動は継続することが大事である
が、実施困難な状況にあってもこ
のように感染対策を講じることで
継続実施することができたことは
意義が大きいと考える。

①感染状況を考慮しながら、引き
続きコロナ禍における事業の実
施方法を検討していく必要があ
る。

②感染対策を講じながら事業を
実施する。また、コロナの影響を
受けた自殺者数の増加が懸念さ
れるため、自殺予防の啓発活動
を強化し、引き続き相談体制を整
えていく。

401,542,710 3,877,000 271,979,000 25,902,000 99,784,710合計


